
第18期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2017年10月１日から2018年９月30日まで）

株式会社ブランジスタ

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款
の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.brangista.com/）に掲載することにより株主の皆様に
提供しております。



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
・連結子会社の数　　　　　　　　２社
・連結子会社の名称　　　　　　　㈱ブランジスタゲーム

　博設技股份有限公司（Brangista Taiwan Inc．）

　当社は、2017年10月20日付で博設技股份有限公司を設立し、連結子会社としており
ます。

②　非連結子会社の名称等
・主要な非連結子会社の名称　　　主要な非連結子会社はありません。
・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等はいずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
・主要な非連結子会社の名称　　　主要な非連結子会社はありません。
・主要な関連会社の名称　　　　　主要な関連会社はありません。
・持分法を適用しない理由　　　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は

小規模であり、当期純損益（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため、持分法を適用しておりません。

⑶　連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
貯蔵品

個別法による原価法
貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定
しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15年
工具、器具及び備品 ４～５年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
ソフトウェア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間）

③　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．業績連動賞与引当金　　　　役員及び従業員に対して支給する業績連動賞与の支
出に備えるため、当連結会計年度末までに発生してい
ると認められる額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の

適用)
　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」
（実務対応報告第36号平成30年（2018年）１月12日。以下「実務対応報告第36号」と
いう。）等を2018年４月１日から適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株
予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業
会計基準第８号　平成17年（2005年）12月27日）等に準拠した会計処理を行うこととい
たしました。
　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定
める経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対
して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計
処理を継続しております。

（追加情報）
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の

適用）
　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」
（実務対応報告第36号平成30年（2018年）１月12日。以下「実務対応報告第36号」と
いう。）等の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与し
た取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処
理を継続しております。
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１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要
　(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の内容

2016年３月４日開催の取締役会決議
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の協力者１名

株式の種類別のストック・オプションの数 普通株式　50,000株（注）１

付与日 2016年３月31日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 2017年１月１日から2021年12月31日まで
（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出した2016年９月期の有価証

券報告書に記載された当社連結損益計算書において、営業利益が５億円を超過し
ている場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。なお国際財務報告基
準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、上
記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるもの
とする。

②新株予約権者は、2017年１月１日から2021年12月31日までの間において、金融
商品取引所における当社普通株式の普通取引終値が一度でも2,500円を超えた場
合にのみ本新株予約権を行使することができるものとする。

③新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社子会社の協力者の地位を喪失した
場合、当該喪失以降本新株予約権を行使することができない。

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株

式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

－ 4 －



　(2) 権利確定条件付き有償新株予約権の規模及びその変動状況
　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数
2016年３月４日開催の取締役会決議

ストック・オプション

権利確定前（株）

前連結会計年度末
付与
失効
権利確定
未確定残

50,000
－
－

50,000
－

権利確定後（株）

前連結会計年度末
権利確定
権利行使
失効
未行使残

－
50,000

－
－

50,000

②単価情報
2016年３月４日開催の取締役会決議

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1,467

行使時平均株価（円） －

２．採用している会計処理の概要
　新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額を、純資産の部に新株予約権と
して計上しております。
　新株予約権が行使され、新株を発行するときは、当該新株予約権の発行に伴う払込金額
と新株予約権の行使に伴う払込金額を、資本金及び資本準備金に振り替えます。なお、新
株予約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した会計期間の利益とし
て処理します。
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２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 47,324千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式
普通株式（注） 14,290,200株 232,600株 －株 14,522,800株

（注）新株予約権の行使による増加であります。

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式
普通株式（注） －株 27株 －株 27株

（注）単元未満株式の買取による増加であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

⑷　新株予約権に関する事項
当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が
到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 715,000株

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業計画に照らして必要な資金（主に銀行借入）を調達する場合が
あります。資金運用については、短期的な預金等、安全性の高い金融資産で運用をして
おります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先の信用状
況を把握し、期日管理、残高管理を行うことで回収懸念の早期把握やリスク軽減を図っ
ております。営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。

－ 6 －



⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2018年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次
のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含め
ておりません（（注）３．をご覧ください）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴ 現金及び預金 1,364,235 1,364,235 －
⑵ 売掛金 1,699,270

貸倒引当金（注）１ △219,375
1,479,895 1,482,025 2,129

資産計 2,844,131 2,846,260 2,129
⑴ 買掛金 95,428 95,428 －
⑵ 未払金 90,721 90,721 －
⑶ 短期借入金 130,000 130,000 －

負債計 316,149 316,149 －
（注）１．売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

２．金融商品の時価の算定方法
資　産

⑴　現金及び預金
　現金及び預金については、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑵　売掛金
　これらのうち、短期間に回収される債権については、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。また、回収に長期間を要
する債権については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに信用リスクを加味
した受取見込額を残存期間に対応する国債の利回り等適切な指標に基づく利
率で割り引いた現在価値により算出しております。

負　債
⑴　買掛金、⑵　未払金、⑶　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券（非上場株式等） 10,575
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ていることから、時価開示の対象としておりません。

５．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 169円27銭
⑵　１株当たり当期純損失 △35円94銭

－ 7 －



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 15年
工具、器具及び備品 ４～５年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
ソフトウェア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間）

⑶　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

ロ．業績連動賞与引当金　　　　役員及び従業員に対して支給する業績連動賞与の支出
に備えるため、当事業年度末までに発生していると認め
られる額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の

適用)
　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」
（実務対応報告第36号平成30年（2018年）１月12日。以下「実務対応報告第36号」と
いう。）等を2018年４月１日から適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株
予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業
会計基準第８号　平成17年（2005年）12月27日）等に準拠した会計処理を行うこととい
たしました。
　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定
める経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対
して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計
処理を継続しております。

（追加情報）
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の

適用）
　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱
い」（実務対応報告第36号平成30年（2018年）１月12日。以下「実務対応報告第36号」
という。）等の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付
与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた
会計処理を継続しております。
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１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要
　(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の内容

2016年３月４日開催の取締役会決議
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の協力者１名

株式の種類別のストック・オプションの数 普通株式　50,000株（注）１

付与日 2016年３月31日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 2017年１月１日から2021年12月31日まで
（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出した2016年９月期の有価

証券報告書に記載された当社連結損益計算書において、営業利益が５億円を超過
している場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。なお国際財務報告
基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、
上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定めるも
のとする。

②新株予約権者は、2017年１月１日から2021年12月31日までの間において、金融
商品取引所における当社普通株式の普通取引終値が一度でも2,500円を超えた場
合にのみ本新株予約権を行使することができるものとする。

③新株予約権者は、本新株予約権の割当後、当社子会社の協力者の地位を喪失した
場合、当該喪失以降本新株予約権を行使することができない。

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株

式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。
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　(2) 権利確定条件付き有償新株予約権の規模及びその変動状況
　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ
ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数
2016年３月４日開催の取締役会決議

ストック・オプション

権利確定前（株）

前事業年度末
付与
失効
権利確定
未確定残

50,000
－
－

50,000
－

権利確定後（株）

前事業年度末
権利確定
権利行使
失効
未行使残

－
50,000

－
－

50,000

②単価情報
2016年３月４日開催の取締役会決議

ストック・オプション

権利行使価格（円） 1,467

行使時平均株価（円） －

２．採用している会計処理の概要
　新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額を、純資産の部に新株予約権と
して計上しております。
　新株予約権が行使され、新株を発行するときは、当該新株予約権の発行に伴う払込金額
と新株予約権の行使に伴う払込金額を、資本金及び資本準備金に振り替えます。なお、新
株予約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した会計期間の利益とし
て処理します。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 46,762千円

⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。
①　金銭債権 46,320千円
②　金銭債務 10,246千円

３．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　営業取引 360,696千円
②　営業取引以外の取引高

受取利息 5,195千円

⑵　関係会社事業整理損
　㈱ブランジスタゲームの収益性低下に伴う関係会社株式評価損及び貸倒損失でありま
す。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首
株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末
株式数

発 行 済 株 式
普通株式（注） －株 27株 －株 27株

（注）単元未満株式の買取による増加であります。

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 6,794千円
貸倒引当金 70,145 〃
業績連動賞与引当金 24,402 〃
関係会社事業整理損 507,479 〃
その他 2,434 〃

繰延税金資産小計 611,257千円
評価性引当額 △507,479 〃
繰延税金資産合計 103,777千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱ブランジスタ
ゲーム

（所有）
直接　95.69

管理業務の
代行等
役員の兼務

資金の貸付（注）1 200,000
－ －

資金の回収（注）1 200,000

社債の引受（注）2 850,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

２．転換社債型新株予約権付社債の引受を行っており、金利条件は市場金利を勘案し
て決定しております。

⑵兄弟会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

同一の親会社
を持つ会社

㈱ネクシィーズ・
ゼロ －

レンタルサービ
ス申込獲得業務
の代行

業務代行 229,961 売掛金 72,696

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）価格その他の取引条件は、当該取引に係る公正な価格を勘案して、当事者間による交

渉の上で決定しております。

⑶役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 石 原 　 卓 （被所有）
直接　0.13

当社
取締役

ストック・オプション
の権利行使（注）1 11,960 － －

役員 本 間 　 憲 （被所有）
直接　0.52

当社
取締役

ストック・オプション
の権利行使（注）1 11,700 － －

役員が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

㈱ 幻 冬 舎 （被所有）
直接　1.06

制作物の外注
役員の兼務

電子雑誌制作受託等
（注）2 18,746 売掛金 6,642

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．当社株主総会の決議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度にお

ける権利行使を記載しております。
２．価格その他の取引条件は、一般的な取引条件と同様に決定しております。
３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めてお

ります。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 162円91銭
１株当たり当期純損失 △89円87銭
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